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１ 空家等実態調査票 

 

（地番） （住居表示）

□水道閉栓情報　□平成28年度空家等実態調査結果における空家等

空き家判定基準  □1：建物あり  □3：更地等（利用されていない空地）  □9：確認できない

（戸建・長屋建  □2：倒壊等により朽ちて建物がない  □4：駐車場等（利用されている空地）

・共同住宅・その他）        （建物の残骸がある）  □5：公共施設・道路・河川用地等

 □6：建築中

 □7：解体中

 □8：分譲地・建売・新築

 □1：戸建  □2：長屋建（　　　　　　）  □3：共同住宅　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 □9：その他（ ）

 □1：雨戸が閉まっている  □6：人が住んでいる気配（生活感）あり  □9：判断できない

 □2：窓ガラスが割れている 　　　人の出入り、ペットを飼育、洗濯物がある

 □3：家に入れないように造作している 　　　生活音（TV、掃除機、物音）

　　　 （トタン・ベニヤ板・鎖等）  □7：庭の手入れがされている

 □4：建物が植物で覆われている

 □5：植物の繁茂により門扉から玄関

　　　 まで通行できない

 □1：あり  □2：なし  □9：確認できない

 □1：動いていない又は外されている  □2：動いている  □9：確認できない

 □1：閉栓又は外されている  □2：開栓  □9：確認できない

 □1：閉栓又は外されている  □2：開栓（1回目 　　　）（2回目　 　　）  □9：確認できない

 □1：ふさがれている又は外されている  □3：郵便物等は溜まっていない

 □2：郵便物等が溜まっている  □9：確認できない

 □1：ない  □2：あり  □9：確認できない

　近隣住民情報  □1：空き家情報あり  □2：居住中情報あり  □9：情報なし

　その他  □1：補足情報（ ）

平成28年空家等実態調査と同じ建物の判定  □1：H28調査と同じ建物  □2：H28調査と違う  □9：確認できない

 □1：空き家  □3：居住中　  □6：調査不能

 □2：判定不可  □4：建築中・分譲地・建売・新築 ※アクセス不可など調査できない

※1：空き家、2：判定不可は以降の調査を実施  □5：空き地等　 　 場合が該当　⇒　調査終了

　 判定不可：空き家/居住中が判断できない建物 ※生活感あり、現地に建物なし、建築中

　 などが該当　⇒　調査終了

 □1：著しい不良（特筆事項があれば備考欄に記入）  □2：問題ない

２．建物外観調査項目

 □1：住宅  □2：店舗併用住宅  □3：店舗  □9：その他（ ）

 □1：木造  □2：鉄筋コンクリート造  □3：鉄骨造  □9：その他（ ）

 □1：1階建て  □2：2階建て  □3：3階建て  □4：4階建て以上（　階）

 □1：2m未満  □2：2m～4m未満  □3：4m～5.5m未満  □４：5.5m以上（2車線以上）

 □1：2m未満  □2：2m～4m未満  □3：4m以上

 □1：行き止まりではない  □2：行き止まり

 □1：進入可能  □1：階段に挟まれた道  □2：幅員が狭い（2.0m未満）

 □2：進入不可能  □3：車止め・電柱等により進入できない道（有効幅員2.0m未満）

（建物） （樹木）

 □1：軒高の高さより離れている  □1：樹木の高さより離れている

 □2：軒高の高さ以下の距離  □2：樹木の高さ以下の距離

 □3：樹木なし

 □1：塀あり  □1：コンクリートブロック又はコンクリート  □2：フェンス

 □2：塀なし  □3：コンクリートブロック又はコンクリート+フェンス  □4：その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３．管理状況等調査項目　（「軽度の不良」「不良」「著しい不良」の項目はそれぞれ当該箇所の写真撮影）

01 建物の傾斜  □1：問題なし  □3：傾斜あり  □4：著しく傾斜し崩壊  □9：確認できない

　　　 （1/20未満） 　　　の危険（1/20超）

02 屋根の破損  □1：問題なし  □2：屋根材の一部に  □3：著しい剥落（全体  □4：著しく変形、又は  □9：確認できない

　　　 剥落、ずれあり 　　　の1/5or10m2超）、 　　　 穴が開いている

　　　 　　　 又は軒の垂れ下がり

03 外壁の破損  □1：問題なし  □2：仕上げ材剥落・  □3：著しい下地の露出  □4：全体にわたって  □9：確認できない

　　　 腐朽・破損により 　　　（1側面1/3以上）、 　　　大きな亀裂がみら

　　　 一部下地露出 　　　 又は壁面に穴あり 　　　れる

04 庇、雨どいの  □1：問題なし  □2：庇の一部に不陸あり  □3：庇の著しい不陸（全体  □4：庇が著しく変形、又は  □9：確認できない

破損 　　　　又は雨どいの一部に 　　　の1/5or10m2超）、又は 　　　 穴が開いている

　　　 ずれあり 　　　 雨どいの垂れ下がり

05 外壁、屋根等の  □1：問題なし  □3：外壁・屋根材等の不陸  □4：道路又は隣地へ外壁・  □9：確認できない

落下 屋根材等が既に一部落下し

ている

06 門扉・塀・柵等  □1：問題なし  □2：一部亀裂・破損・  □3：全体の半分以上におい  □4：既に一部崩壊しており、  □9：確認できない

の破損 　　　　傾斜あり 　　　　て亀裂・破損・傾斜あり 道路又は隣地に落下又は電

柱等にもたれている

07 その他  □1：なし  □2：あり

08 ゴミの堆積  □1：問題なし  □2：敷地内に一部堆積  □3：敷地内に多数堆積  □4：道路又は隣地へ溢れ  □9：確認できない

　　　ている

09 植物の繁茂  □1：なし又は問題なし  □3：繁茂により門扉から  □4：屋根・外壁が植物で  □9：確認できない

（建物への影響） 　　　玄関まで通行できない 　　　覆われている

10 窓ガラスの破損  □1：問題なし  □2：1,2箇所割れている  □3：多数割れている  □4：多数割れており、容易  □9：確認できない

　　　　に外部から進入できる

11 樹木のはみ出し  □1：問題なし（敷地内にとど  □2：道路又は隣地へ突出し  □3：道路又は隣地へ突出  □4：道路又は隣地へ突出  □9：確認できない

（樹木の折れ以外）まっており剪定されている） ていない（枝等は伸びている） （通行可能・隣地物に接触なし）　　　（通行可能・隣地物に接触あり）　　　

12 樹木（樹高3ｍ以上 □1：なし又は問題なし  □3：敷地外に枝の落下が見ら □4：敷地外に樹木全体又は  □9：確認できない

）の折れ（倒木・腐 　　　れるが幹の折れは確認で 折れた幹が枝ごと倒れている。

食・枝の落下） 　　　 　　　きない。

 □1：なし  □2：あり（近隣住民からの苦情、落書き、擁壁の破損等）

確認不可

保安

良好（問題なし） 軽度の不良 不良 著しい不良

傾斜

落下

破損

調査項目

その他

その他

前面道路までの距離

前面道路に面した
塀の有無

階数

前面道路幅員

前面道路の状況(目視)

道路に隣接する間口

車両進入の可否

衛生状態
・

周辺景観
との調和

・
周辺の生活環境

保全との関係

構造

用途

空き家判定結果

　表札

　建て方

居住中の長屋の建物状況の判定

空家等現地調査票

１．空き家判定項目

前回調査番号調査年月日調査番号

所在地（地番・住居表示）

調査担当者

空家等の候補となった根拠所在地の位置座標

　建物の有無等

　郵便受け

　売り・貸しの表示

　電気メーター

　ガスメーター

　水道メーター

　人が住んでいる気配
　　（生活感）
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２ 所有者アンケート調査票 
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３ 国等の施策 

（１）新たな住生活基本計画（令和３年３月 19 日閣議決定/計画期間：令和 3 年度から令和 12 年度） 
基本目標 ①「社会環境の変化」の視点 

目標１ 新たな日常、DX の推進等 

目標２ 安全な住宅・住宅地の形成等 

②「居住者・コミュニティ」の視点 

目標３ 子どもを産み育てやすい住まい 

目標４ 高齢者等が安心して暮らせるコミュニティ等 

目標５ セーフティネット機能の整備 

③「住宅ストック・産業」の視点 

目標６ 住宅循環システムの構築等 

目標７ 空き家の管理・除却・利活用 

目標８ 住生活産業の発展 

基本的な施策 

（空家関連抜粋） 

目標７ 空き家の管理・除却・利活用 

（１）空き家の適切な管理の促進とともに、周辺の居住環境に 

悪影響を及ぼす空き家の除却 

○所有者等による適切な管理の促進、管理不全空き家の除却等や特定

空家等に係る対策の強化 

○地方公共団体と地域団体等が連携し相談体制の強化、空き家の発生

抑制や空き家の荒廃化の未然防止、除却等の推進 

○所有者不明空き家についての財産管理制度の活用等の取組の拡大 

（２）立地・管理状況の良好な空き家の多様な利活用の推進 

○空き家・空き地バンクを活用しつつ、古民家等の空き家の改修・DIY

等を進め、セカンドハウスやシェア型住宅等、多様な二地域居住・多

地域居住の推進 

○中心市街地等において、地方創生やコンパクトシティ施策等と一体

となって、除却と合わせた敷地整序や、ランドバンクを通じた空き

家・空き地の一体的な活用・売却等による総合的な整備の推進 

○空き家の情報収集や調査研究活動、発信、教育・広報活動を通じて空

き家対策を行う民間団体等の取組の支援 
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（２）兵庫県住生活基本計画（平成 28 年３月改定/計画期間：平成 28 年度から平成 37 年度） 
理念 安全・安心の基盤の上に、多様な世代や地域が支え合い、 

快適でいきいきと暮らせる住生活を実現する 

目標 【安全・安心】安全で安心な住生活の実現 

【環境との共生】環境にやさしい住生活の実現 

【魅力と活力】いきいきと暮らせる住生活の実現 

【自立と連携】人と人、地域と地域がつながる住生活の実現 

重点的に取り組む施

策 

（空家関連抜粋） 

【魅力と活力】いきいきと暮らせる住生活の実現 

５ 既存住宅ストックを活用した住まいづくり 

①空き家の利活用等の促進、②既存住宅の流通の促進 

③住宅の適正な維持管理の促進 
 
（３）第５次西宮市総合計画（令和元年 11 月策定/計画期間：令和元年度から令和 10 年度） 

10年後の将来像 未来を拓く
ひら

 文教住宅都市・西宮 
～憩い、学び、つながりのある美しいまち～ 

基本的な計画 

（空家関連抜粋） 

第Ⅴ部 環境・都市基盤、安全・安心 

アクションプラン【１ 住環境】 

・空き家などの住宅ストックに対する所有者と利用希望者の支援によ

り良好な状態を保つとともに、公益活動場所として利用することで

地域資源としての活用を促進する。 

アクションプラン【26 生活環境】 

・適切に管理されていない空き地及び空き家の所有者等に対して関係

課等と連携し、指導・啓発を継続して行っていく。 

・管理が不適切な空き家の発生の抑制、特定空家等を生みださない対策

として、住宅や空き家の所有者等に対する啓発などによる予防的対

策に取り組む。 

 

（４）西宮市都市計画マスタープラン（平成29年3月改定 計画期間：平成23年からおおむね10年間） 
基本理念 宮水の「えん」でつなぎ育む美しいまち西宮 

基本方針 １．緑と水を身近にする   ５．安全と安心を守る 

２．環境と共生する     ６．元気やにぎわいを生み出す 

３．地域の個性を活かす   ７．地域のチカラを高める 

４．都市の魅力を高める 

基本的な施策 

（空家関連抜粋） 

０３市街地・住環境の整備の方針 

１ 住宅ストックの形成と維持・活用 

○既存の住宅ストックの適切な維持・活用 
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・空き家を含む市内の良質な住宅ストックについて、年齢層やライ

フスタイルの変化に応じた住み替え促進、地域づくりを目的とし

た活動への利用に対する支援 

０８都市防災の方針 

１ 都市防災力の強化 

○災害に強い市街地の形成 

・空き家の適正な維持管理の促進 
 
（５）西宮市立地適正化計画（令和元年７月策定/計画目標年次令和 22 年） 

目指すべき将来像 Ⅰ．コンパクトな都市構造の維持 

１．鉄道駅等の拠点の維持、交通ネットワークの維持・強化 

２．拠点形成に必要な施設の維持・誘導 

３．既存ストックの有効活用 

４．良好な居住環境の保全 

Ⅱ．持続可能な都市経営 

１．公共施設の集約・再編 

２．市街化区域外縁部における新たな居住地の拡大の抑制 

Ⅲ．地域、地区ごとの特性・課題を踏まえたまちづくり 

１．地域や地区の特性を活かしたまちづくり 

２．地域や地区の課題に対応した施策 

居住・誘導機能を誘導

するための施策 

１．地域の特性を活かした居住の誘導 

■誘導施策１-② 既存ストックの活用 

・市等が保有する住宅ストックを効果的に活用するとともに、今後懸念

される空き家、空き地の増加（都市のスポンジ化）に備え、低未利用

地の有効活用を推進・支援していく施策を検討します。 

３．「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」に基づく交通機能の強

化 

■誘導施策３-③ 地域交通の充実 

・公共交通不便地域や路線バスが運行されていない地域では、「都市

核」、「地域核」までの公共交通の確保や、地域内交通の充実、隣接市

の拠点を結ぶ交通の充実など持続可能な地域交通の確保・維持に向

けて支援します。 
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（６）にしのみや住宅マスタープラン（令和３年４月改定/計画期間：令和３年度から令和 12 年度） 
理念 みんなが誇りをもって未来へつなぐ、 

文教住宅都市「にしのみや」の住まい 

目標と将来像 目標１ みんなが主体性を持ち、地域づくりに積極的な役割を果たす住まい

と住環境 

目標２ 安全で安心な住まいと住環境 

目標３ みんながそれぞれの居場所と感じられる住まいと住環境 

目標４ 住宅ストックの適切な管理・活用ニーズに対応した住まいと住環境 

目標５ にしのみやの地域特性を生かした住まいと住環境 

取組の方向性 目標４＜取組の方向性＞ 

空き家等の流通促進、住宅外利用の促進など空き家の発生防止を進めま

す 

・不動産事業者団体、NPO 等との連携による空き家の流通促進や利活用

の促進 

・古民家を地域資源として再生・活用する場合の改修費用の一部を補助 

・一般社団法人移住・住みかえ支援機構の「マイホーム借上げ制度」活用

時における賃貸住宅改修等費用の一部補助 

・空き家や住まいの空きスペースを地域コミュニティ活動などの公益的

活用する場合の、必要な改修工事や清掃費用の一部補助、所有者と利

用希望者のマッチング 

 

（７）新たな総合的土地政策（土地及び建物の適正管理に係る土地基本法及び民法の改正） 
土地基本法の改正 ・改正された土地基本法は令和２年３月３１日公布・同日施行 

不動産登記法の改正 ・相続登記の申請の義務化（不動産登記法改正） 

・住所変更等の登記の申請の義務付け 

・登記官による変更情報の反映 

相続土地国庫帰属法 ・土地所有権の放棄を認める制度の新設 

民法の改正 ・所有者不明土地・建物管理制度の創設、管理不全土地・建物管理制度の創

設（財産管理制度の見直し） 

・共有物の利用の円滑化を図る仕組みの整備（共有制度の見直し） 

・長期間経過後の遺産分割の見直し（相続制度の見直し） 

・隣地等の利用・管理の円滑化（相隣関係規定の見直し） 
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４ 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号） 
（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に

深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活

環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による基本

指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成

その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を

総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用

がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をい

う。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれの

ある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著し

く景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

にあると認められる空家等をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさ

ないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対策

の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的

な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 
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（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針に即

して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めることができ

る。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対策

に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関する

事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規定に

よる勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定による代執行をい

う。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の提供、技

術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会（以下こ

の条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の議員、

法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認める者をもって構

成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（都道府県による援助） 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法律に基づ

き市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の連

絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握するため

の調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。 
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２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又はその

委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入らせ

ようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければならない。た

だし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって氏名

その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度において、そ

の保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち特別区の

存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都が保有する情報で

あって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を

求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うもの

とする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地方公

共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができ

る。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸するため

に所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されているものに

限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関す

る正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報の提

供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又

は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これらの活用のため

に必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹の伐

採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険
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となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、

建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が改善

されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修

繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することがで

きる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなか

った場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧

告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようとする

者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書

を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機

会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、意見書の

提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を命じよう

とする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命じようと

する措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する者に通知するとと

もに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出する

ことができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその

措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みが

ないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら義務者のなす

べき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられる

べき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行

われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことができないとき

を含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは

委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき

旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がそ

の措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通省令・総務

省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 
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12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この場合におい

ては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第十二条及び

第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るために必要な

指針を定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・総務省令

で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑

な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度の拡充そ

の他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関

する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとする。 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過料に処す

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。た

だし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から起算して六月を超

えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要があ

ると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるもの

とする。 
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５ 空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための 
基本的な指針【概要】 
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６ 「特定空家等に関する措置」に関する適切な実施を図るために 
必要な指針（ガイドライン）【概要】 

 

 



 

88 
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７ 第二次西宮市空家等対策計画 検討経過 

（１）西宮市空家等対策審議会 
（開催実績） 

第１回 令和３年6月2日 
・西宮市空家等対策計画の進捗状況について 

・西宮市空家等対策計画の改定について 

第２回 令和３年9月29日 ・西宮市空家等対策計画改定素案について 

第３回 令和3年11月4日 ・西宮市空家等対策計画改定素案について 

第４回 令和4年2月4日 

・「（仮称）第二次西宮市空家等対策計画（素案）」に対する 

 パブリックコメントの結果及び市の考え方について 

・第二次西宮市空家等対策計画（素案）の検討について 

 

（委員名簿） 

選任区分 氏名 職業等 

委員（学識経験者） 浅田 修宏 弁護士 

委員（学識経験者） 梓川 一 東大阪大学短期大学部教授 

委員（学識経験者） 岡 絵理子 関西大学教授 

委員（学識経験者） 斎藤 あつ子 兵庫医療大学教授 

委員（学識経験者） 才本 謙二 建築士 

臨時委員（市民の代表等） 布谷 嘉浩 不動産鑑定士 

臨時委員（市民の代表等） 樋口 賢一 環境衛生協議会会長 

臨時委員（市民の代表等） 南 治子 公募委員 
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８ 用語集 

【あ行】 

・空家等 

法第 2 条第 1 項で「建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていない   

ことが状態であるもの及びその敷地（立木その他土地に定着するものを含む）ただし、国又は地方

公共団体が所有し、又は管理するものを除く」と定義されている。 

※本文中で「空家」と記載しているものは、上記「空家等」とほぼ同義である。 

 

・インフラ 

インフラストラクチャ―の略。都市活動を支える骨格となる施設の総称。 

 

【さ行】 

・スクラップ＆ビルド型社会 

住宅などの建築物を短いサイクルで建て替えていくという考え方。 

 

・ストック型社会 

住宅や、橋・道路などの社会インフラを長持ちさせることにより、持続可能で豊かな社会が実現で

きるという考え方。価値ある社会資産が長期的に蓄積（ストック）され、何度も作り直す無駄が省

かれる結果、経済的なゆとりが生まれ、環境に対する負荷も少なくなるとされる。 

 

・住生活基本計画 

住生活基本法に基づき、住生活の安定の確保および向上の促進に関する施策を定めた基本的な計

画。政府は全国計画を、都道府県は全国計画に則して都道府県計画を定めることとされている。 

 

・住生活基本法 

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について基本理念を定めた法律（平成 18 年 6 月公

布）。国及び地方公共団体並びに住宅関連事業者の責務を明らかにするとともに、基本理念の実現を

図るための基本的施策、住生活基本計画その他の基本となる事項を定めている。また、住生活の安

定の確保および向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、国民生活の安定向上と社会

福祉の増進を図るとともに、国民経済の健全な発展に寄与することを目的としている。 

 

・住宅・土地統計調査 

住宅に関するもっとも基礎的な統計調査として、住宅および世帯の居住状況の実態を把握し、その

現状と推移を明らかにすることを目的に総務省統計局が５年ごとに実施している調査のこと。 
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・住宅ストック 

現に存在する住宅のことを示し、社会的な「資産」としての意味を含む言葉。 

 

【た行】 

・テレワーク 

勤労形態の一種で、情報通信技術（ICT）を活用し、時間や場所の制約を受けずに柔軟に働く形態を

指し、本来勤務する場所から離れ、自宅などで仕事をすること。 

 

【な行】 

・ニューノーマル 

「新しい生活様式」と訳され、With コロナ・After コロナの時代に求められる生活様式のこと。 

 

・二地域居住 

主な生活拠点とは別の特定の地域に生活拠点をもうける暮らし方のこと。 

都市部と地方部に２つの拠点を持ち、定期的に地方部でのんびり過ごしたり、仕事したりする新し

いライフスタイルの一つ。 

 

【は行】 

・ひょうご空き家対策フォーラム 

不動産流通 2 団体と専門士業 5 団体で構成され、兵庫県内の空き家の諸問題で困っている相談者に

対し、解決に至るまでの手順を一緒に検討し、法的サポートの紹介から専門業者の紹介まで行って

いる。（構成団体：（一社）兵庫県宅地建物取引業協会、（一社）兵庫県建築士事務所協会、（公社）

全日本不動産協会兵庫県本部、（公社）兵庫県不動産鑑定士協会、兵庫県弁護士会、兵庫県司法書士

会、兵庫県土地家屋調査士会） 

 

【ま行】 

・モラルハザード 

倫理観や道徳的節度がなくなり、社会的な責任を果たさないこと。 
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【A～Z、数字】 

・SDGs（Sustainable Development Goals の略：持続可能な開発目標） 

平成 13 年（2001 年）に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、平成 27（2015）

年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された平

成 28（2016）年から令和 12（2030）年までの国際目標のこと。 

持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上の誰一人と

して取り残さない（No one will be left behind）ことを誓っている。SDGs は発展途上国のみなら

ず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としても積極的に取り組ん

でいる。 

 

・NPO 

Non-Profit Organization 又はNot-for-Profit Organization の略称で、様々な社会貢献活動を行い、

団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない団体の総称。収益を目的とする事業を行

うこと自体は認められているが、事業で得た収益は、様々な社会貢献活動に充てることとなってい

る。 

また、特定非営利活動促進法に基づき法人格を取得した法人を、「特定非営利活動法人（NPO 法

人）」と言う。NPO は法人格の有無を問わず、様々な分野（福祉、教育・文化、まちづくり、環

境、国際協力など）で、社会の多様化したニーズに応える重要な役割を果たすことが期待されてい

る。 

 

・PDCA サイクル 

PLAN（計画）、DO（実施）、CHECK（評価）、ACTION（改善）の４つの視点をプロセスの中に取

り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的な改善を推進するマネジメント手法のこ

と。 

 

・U ターン 

進学や就職で大都市圏へ移住した地方出身者が再び出身地に移り住むこと。 
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